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〈経営計画
 
全体像〉

1.経営理念

（1） 経営理念

（2） 行動指針

（3） 行動規範

2.経営方針

（1） 収益基盤の構築

（2） 特色のある銀行の創造

（3） 内部管理態勢の強化

3.経営戦略
（1） 組織、店舗、営業体制
（2） IT、ＥＢ（ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ）、

ﾁｬﾈﾙ（ATM、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ）
（3）人材育成、人材活用、人事制度、業績評価
（4）ＢＰＲ（業務革新）、経費
（5）ＣＳＲ（企業の社会的責任）
（6）地域密着型金融推進
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（1）経営理念

「目指すべき銀行像」

（2）行動指針

「共有すべき指針、価値観」

（3）行動規範

「守るべきルール」

1.経営理念

内部統制に関する基本方針

安定した配当のできる銀行安定した配当のできる銀行 お客さまから支持される銀行お客さまから支持される銀行 働き甲斐のある銀行働き甲斐のある銀行

地域と共に発展していく銀行地域と共に発展していく銀行

（1）経営理念

（2）行動指針

（3）行動規範

・あらゆる場面できちんとした議論が出来る

・夢を持ち、困難に立ち向かう姿勢を持つ

・意欲、実績、能力、経験、努力が評価される

・年功序列を排し、男女平等である

・お客さまの視点に立った発想と行動

・透明性のある開かれた経営

・前例踏襲を排した持続的挑戦

・外部資源の主体的活用による協働

行動憲章行動憲章 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾏﾆｭｱﾙｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・ﾏﾆｭｱﾙ

企業活動企業活動

目指すべき銀行像

共有すべき価値観

守るべきルール

・

 
信頼を基本とする

・

 
知性と感性を培う

・

 
新しいことに積極的に挑戦する

・

 
絶えず自己革新を図る

行動様式行動様式 企業文化企業文化
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2. 経営方針

（1）
 

収益基盤の構築（1）
 

収益基盤の構築 （2）
 

特色ある銀行の創造（2）
 

特色ある銀行の創造

新規取引先新規取引先

シェアシェア

残高残高

・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに基づく教育、

研修の推進

-金融のﾌﾟﾛの養成

-ｾﾞﾈﾗﾘｽﾄ、ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄの養成

・EB（ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ）の拡充

-ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ取引

（ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ、24時間）

-ATM

・ﾁｬﾈﾙの強化

（3）内部管理態勢の強化（3）内部管理態勢の強化

組織、店舗、営業体制
 ＢＰＲ、経費

ＩＴ、ＥＢ、チャネル強化
 人材育成、人材活用、

リスク管理、ＣＳＲ

21/3  →
 

26/3計画

・自己資本比率
 
8.57％

 
→

 
9.00％以上

・開示債権比率
 
5.65％

 
→

 
3％台

・OHR
 

90.1％
 
→

 
70％以下

健全性

効率性

健全性

効率性
成長性成長性

21/3
 
→

 
26/3計画

・業務粗利益
 
98億円

 
→

 
131億円

・コア業務純益
 

29億円
 

→
 
40億円

・当期利益
 
△18億円

 
→

 
21億円

・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ態勢の強化

－ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ研修等の各種

啓蒙活動

－遵守状況のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

・内部統制に関する基本方針
 

の遵守

・統合的リスク管理の強化

・取締役会等の機能強化
・各種委員会の活動充実
・監査態勢の充実
（監査役会、外部監査・監査
法人、内部監査）

・付加価値提案型営業の展開

・審査手法の高度化による差別化

・クレジットポリシーの堅持
ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ

営業

審査

営業

審査

内部統制

ﾘｽｸ管理

内部統制

ﾘｽｸ管理

ｺﾝﾌﾟﾗｲ

ｱﾝｽ

ｺﾝﾌﾟﾗｲ

ｱﾝｽ

ＩＴＩＴ

人材人材

・県内の中小企業、個人を中心とした、
 新たなお取引先の増加

20/9
 

→
 

26/3計画

・県内預貸ｼｪｱ
 
8.4％

 
→

 
9.5％

・貸出金残高
 

4,342億円
 

→
 

4,800億円

・預金残高
 
6,130億円

 
→

 
6,600億円

21/3
 

→
 

26/3計画
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3. 経営戦略
 
－

 
（1）組織、店舗、営業体制

人員数
 

930人合
計

営業力の強化を図るため、営業店における人員の過半数以上を営業担当に配置し、お客さまに対する有益なご提案、
 情報提供等、お客さまのニーズに応える体制を整備します。また、本部の営業店支援機能を一層強化します。

ＡＴＭ
自行

コンビニ

個人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
拡充

(預金、各種商品
個人ローン獲得)

ﾁｬﾈﾙ
強化

受信・為替業務（預金、手数料等） 与信業務（融資等）新戦略

個
 人

法
 人

法人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
拡充

ﾁｬﾈﾙ
強化

FB

BPR推進等による
人員捻出

営業時間創出

市場性、地域特性に
 応じた店舗戦略

内務担当

営業担当

・各営業店人員の過半数以上を
営業担当に配属

・事業法人担当の充実

ローンセンター
強化

住宅ローン
消費者ローン

本
部

市場性を考慮し、県外への出店も検討

営業店支援機能強化
スリム化（効率化）



－5－

3. 経営戦略
 
－

 
（2）IT、EB、ﾁｬﾈﾙ（ATM、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ、ｺｰﾙｾﾝﾀｰ）

ITインフラ整備

勘定系、基幹情報系（DWH）、ﾈｯﾄﾜｰｸ、PC、ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

対顧客ｼｽﾃﾑ

自行ATM更新

 

他

業務支援（BPR）ｼｽﾃﾑ

営業支援

（DASH営業支援・収益管理）

融資支援

（財務・格付・自己査定・融資稟議）

財務支援

（決算、資産管理、新BIS、減損）

内部管理

（内部統制、ALM、市場・信用ﾘｽｸ）

事務支援

（還元帳票、経費、人事）

 

他

ＩＴの高度化による競争力強化

ITによるお客さまサービスの拡充

預金・預り資産（投信・保険）・為替業務 融資業務

ホームページにおける
各種シミュレーション機能・情報提供機能の拡充

これまでの取組み

強化

ICｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞ化

提携

コンビニATM

（24時間対応）

自行ATM

ATM

・融資支援システムの構築

・基幹情報系DASHの活用

（営業推進支援）

・ﾈｯﾄﾜｰｸ強化、ｾｷｭﾘﾃｨﾚﾍﾞﾙ向上

・各種諸届受付（口座振替、住所変更、再発行
 

他）

・各種相談受付（住宅ローン・保険・相続・信託
 

他）

・その他のお問い合わせ等

ITｼｽﾃﾑ ｺｰﾙｾﾝﾀｰ

インターネット環境の整備・拡充

個人向けサービスの強化
・インターネットバンキング
・24時間稼動

・新規預金口座の開設
・投信、年金保険等の取扱い
・インターネット支店の開設

・消費者ローンの

インターネット受付

→金利優遇

法人インターネットバンキングの機能強化

法人向けサービスの強化

ＩＴの活用により、インターネットバンキングの強化・ＡＴＭ機能の拡充等、お客さまの利便性向上に努めるとともに、ダイレ
 クトチャネルの構築により、地域に密着した幅広い金融サービスを提供します。
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3. 経営戦略
 
－

 
（3）人材育成、人材活用、人事制度、業績評価

・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに基づく教育、研修推進

・各部門ごとの研修メニュー整備

-金融のプロ、目利きの養成

-得意分野のフィールド拡大

・人を育てる文化、人事配置、異動

・人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑに基づく教育、研修推進

・各部門ごとの研修メニュー整備

-金融のプロ、目利きの養成

-得意分野のフィールド拡大

・人を育てる文化、人事配置、異動

人材育成人材育成

・地域のマーケット分析を踏まえた人員配置

と目標設定

・営業推進の結果による営業店業績評価

・地域のマーケット分析を踏まえた人員配置

と目標設定

・営業推進の結果による営業店業績評価

業績評価（優良店表彰）業績評価（優良店表彰）

・明確な目標設定

・意欲、実績、能力、経験等、努力も含め

公平かつ適正に評価

・男女平等の貫徹

・人事評価の全面的なフィードバックによる

モチベーションの向上

・明確な目標設定

・意欲、実績、能力、経験等、努力も含め

公平かつ適正に評価

・男女平等の貫徹

・人事評価の全面的なフィードバックによる

モチベーションの向上

人事制度人事制度

・各部門でのスペシャリストの配置

・チャレンジ機会の創設

-組織活性化のための内部公募

-外部公募による専門スタッフ

・各部門でのスペシャリストの配置

・チャレンジ機会の創設

-組織活性化のための内部公募

-外部公募による専門スタッフ

人材活用人材活用

企業にとって、人材の教育育成と活用が経営戦略を実現する上で重要なことであるとの認識のもと、教育・研修の拡
 充、およびモチベーション向上のための各種制度の充実を図ります。
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3. 経営戦略
 
－

 
（4）BPR（業務革新）、経費

為替集中拡大

本人確認集中

口座振替集中

ﾛｰﾝ代弁事務集中

印紙税納付集中

ＡＴＭ明細保管照会集中

損金・損貨事務集中

市町村税納付集中拡大

外為事務手続本部集中

新型ｵｰﾌﾟﾝ出納機導入

新担保評価システム導入

還元帳票システム導入

新格付・自己査定ｼｽﾃﾑ導入

融資稟議書・帳票類見直し

検査関連事務の見直し

融資商品の見直し

火災保険質権見直し

他

諸届受付本部集中

ﾛｰﾝ延滞督促本部集中

新規口座名寄本部集中

伝票・帳票保管本部集中

今後実施する施策
（更なる事務の効率化）

実施済み案件
（全事務量の2割を削減）

集
中
化

シ
ス
テ
ム

Ｂ
Ｐ
Ｒ

Ｂ
Ｐ
Ｒ

シ
ス
テ
ム

集
中
化

ＥＢｼｽﾃﾑ強化

融資稟議ｼｽﾃﾑ導入

ＩＰ電話導入

融資契約書類見直し

取扱・ﾏﾆｭｱﾙ・ﾌｧｲﾘﾝｸﾞの見直し

他

BPR（業務革新）による業務プロセスの見直し・効率化等により、営業店の事務量を着実に減少させ、捻出された時間・
 エネルギー等の経営資源は、営業部門へ投下しお客さまに対するサービス向上を実現します。

内務人員を営業へ再配置

ＢＰＲ推進等による人員捻出

営業時間創出

ﾛｰｺｽﾄｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝの実現

物件費の抑制

（OHR70％以下）
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3. 経営戦略
 

－
 

（5）
 

CSR（企業の社会的責任）

ステークホルダーの皆さまとのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

株主さま株主さま

お客さまお客さま

地域の皆さま地域の皆さま

経営経営

本部本部

営業店営業店

ステークホルダー 当 行ご意見・苦情等

営業活動
商品・サービスのご案内、ご提供

・リレーションシップ

・双方向のコミュニケーション

経営方針、経営戦略、結果等の
 ご説明（IR）

ニーズの把握、理解、実現
当行に関係する皆さまの

 ご意見等を経営へ反映

社会貢献活動

大東銀行は、関係する皆さまとの双方向のコミュニケーションを通じて「地域への信用供与」「地域振興への貢献」
 「地域サービスの充実」「地域社会活動への参加」等、CSR（企業の社会的責任）に積極的に取り組みます。



地域金融の円滑化

経営力の強化
地域の利用者の

利便性向上・地域への貢献
お客さまに、一層信頼して

 お取引を頂けるよう、強固な
 経営基盤の構築と内部管理
 態勢の強化に努めます。

地域に密着したコミュニティ銀行
 として、地域金融の円滑化を図

 ります。

お客さまのニーズにマッチした
 真に魅力ある金融サービスを

 提供し、地域活性化へ向けた
 積極的な貢献を行ってまいります。

地域密着型金融の機能強化へ
向けた継続的な取組み

地域密着型金融の機能強化へ
向けた継続的な取組み
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3. 経営戦略
 

－
 

（６）
 
地域密着型金融推進①

・中小企業との取引拡充
・中小企業再生のための
経営改善支援強化

大東銀行は、地域の特性や利用者のニーズ等を踏まえた地域密着型金融の推進により、地域金融機関として真に
 信頼され、存在感のある銀行となることを目指します。
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3. 経営戦略
 

－
 

（６）
 
地域密着型金融推進②

項 目 具 体 的 な 取 組 み

ライフサイクルに応じた

お取引先企業の支援強化

創業・新事業支援
・産学官連携による地域の発展及び産業の振興

・創業、新事業向け融資の取り組み

経営改善支援
・お取引先企業の具体的ニーズに応じた経営情報の積極的な提供および

ビジネスマッチング情報の提供

・お取引先企業の財務、経営管理能力向上のための支援

事業再生支援
・中小企業再生支援協議会、整理回収機構等、外部機関との連携

事業承継支援

・

 
相続対策のコンサルティング、Ｍ＆Ａ

 
のマッチング支援等、外部専門家・外部機関とも連携した取組み

事業価値を見極める融資手法をはじめ中
 小企業に適した資金供給手法の徹底

不動産担保 ・個人保証に過度に依存しない融資への取組み

・ＡＢＬ（動産・債権譲渡担保融資）の活用

・財務制限条項を活用した融資の取り組み

・シンジケートローンの取り組み

「目利き機能」の発揮に向けた取組み

・人材の育成 に向けた研修の充実

・「企業を見る目」の向上に向けた研修の充実

地域の情報集積を活用した

持続可能な地域経済への貢献

地域活性化につながる多様なサービスの提供

・ＩＴによるお客さまサービスの拡充

・資産運用セミナー、税務相談の開催

・金融教室の開催

・エコ定期の継続推進、湖美来基金への寄付

地域密着型金融の具体的な取組みについて
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